
やまなしグリーン・ゾーン新規登録施設支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、事業者の自主的な感染症対策への協力を促すとともに、グリーン・ゾーン

登録施設における感染症対策の充実を図ることで、新型コロナウイルス感染症の５類移

行後も安全・安心な山梨県であり続けるため、グリーン・ゾーン新規登録施設が行う感染

症対策の取組みに対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、

山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号）に規定するもののほか、この

要綱の定めるところによる。 

 

（補助対象施設及び補助対象事業等） 

第２条 補助対象施設、補助対象事業及び補助対象経費等は、別表に掲げるとおりとする。 

 

（補助金交付申請書の様式及び提出期限） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者（以下「補助事業者」という。）は、補助金交付

申請書（様式第１号）に関係書類等を添えて、別に定める日までに、知事に提出しなけれ

ばならない。 

２ 補助事業者は、前項の申請書を提出するに当たり、補助金に係る消費税等仕入控除税額

（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法

律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当

該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて

得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請を

しなければならない。ただし、申請時において、当該消費税等仕入控除税額が明らかでな

いものについては、この限りでない。 

 

（補助金の交付決定） 

第４条 知事は、補助金の交付申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及び必要に

応じて行う現地調査により、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに交付決定

を行い、補助金交付決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。この場合にお

いて、適当と認めないときは、補助金不交付決定通知書（様式第２－１号）により通知す

るものとする。 

 

（補助対象事業の経理等） 

第５条 前条の規定に基づく交付決定を受けた補助事業者は、補助事業については、帳簿及

び全ての証拠書類を備え、他の経理と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明ら

かにしておかなければならない。 



２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助事業の完了（廃止の承認を受けた場合を 

含む。）の日の属する年度の翌年度から起算して５年間又は第１２条第２項に規定する財

産処分制限期間が経過するまでは、知事の要求があったときは、いつでも閲覧に供するこ

とができるよう保存しておかなければならない。 

 

（補助金交付の条件） 

第６条 補助金交付の条件は、次に掲げるとおりとする。 

（１）補助事業の内容の変更（別表に定める軽微な変更は除く。）をしようとするときは、

当該変更に先立って、変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を提出し、知事の

承認を受けなければならない。 

（２）補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、変更（中止・廃止）承認申請書

（様式第３号）を提出し、知事の承認を受けなければならない。 

（３）補助事業が予定期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行が困難とな

った場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

（４）知事は、第３条第２項の規定により補助金に係る消費税等仕入控除税額について減

額して交付申請がなされたものについては、これを審査し、適当と認めたときは、当該

消費税等仕入控除税額を減額して交付決定するものとする。 

（５）知事は、第３条第２項ただし書による交付申請がなされたものについては、補助金

に係る消費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこととし、

その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

（６）補助事業者は、補助事業の完了後においても、補助事業により取得し、又は効用の

増加した財産の適正な使用を確認するための無作為抽出による現地調査に協力しなけ

ればならない。 

 

（遂行状況報告） 

第７条 補助事業者は、知事の要求があったときは、その事業の遂行状況を、事業遂行状況

報告書（様式第４号）により、知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告書の様式及び提出期限） 

第８条 補助事業者は、当該事業が完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から起算し

て１箇月を経過した日又は令和６年１月３１日のいずれか早い期日までに、補助金実績

報告書（様式第５号）に必要関係書類を添え、知事に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の規定により実績報告を行うに当たり、補助金に係る消費税等仕入

控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければな

らない。 

 



（額の確定等） 

第９条 知事は、前条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現

地調査を行い、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに

付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額確定通

知書（様式第６号）により通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１０条 補助金は、精算払とする。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１１条 補助事業者は、補助事業完了後、申告により、補助金に係る消費税等仕入控除税

額が確定した場合には、消費税及び地方消費税額の確定に伴う報告書（様式第７号）によ

り速やかに、知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返

還を命ずるものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第１２条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財

産等」という。）については、次項に定める期間（以下「財産処分制限期間」という。）を

経過するまでは、知事の承認を受けないで、取得財産等を補助金の交付の目的に反して使

用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

２ 財産処分制限期間は、補助金交付の目的及び「減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）」を勘案し、交付決定時に示すものとする。 

３ 補助事業者は、取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、担保に供し、又は廃棄しようとするときは、財産処分承認申請書（様式第８号）

を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（交付決定の取消等） 

第１３条 知事は、第６条第２号の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合、第６条第

６号の調査に補助事業者が協力しない場合及び次に掲げる場合には、第４条の交付の決

定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

（１）補助事業者が法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指

示に違反した場合。 

（２）補助事業者が補助金又は取得財産等を補助事業以外の用途に使用した場合。 

（３）補助事業者が補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合。 

（４）補助事業者が交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を



継続する必要がなくなった場合。 

（５）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有していた場合。 

 

（補助金の返還） 

第１４条 知事は、前条の規定に基づき補助金の交付決定を取り消した場合において、補助

事業者に対して既に交付した補助金があるときは、その全部又は一部の返還を命ずるも

のとする。 

 

（加算金及び延滞金） 

第１５条 補助事業者は、前条の規定による取り消しに関し、補助金の返還を命ぜられたと

きは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額

につき年 10.95％の割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、

納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年 10.95％の割合で計

算した延滞金を県に納付しなければならない。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年７月２７日から施行し、令和５年５月８日から適用する。 

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交

付決定された補助金については、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 

 

別表（第２条、第６条関係） 

補助対象施設 やまなしグリーン・ゾーン登録制度実施要綱に基づく登録施設（ビル管

理法（昭和４５年法律第２０号）第２条に規定する特定建築物を除く。）

であって、飲食スペース（宿泊業にあっては、客室又は宿泊施設内で同

一グループの宿泊客のみが利用する設備又はその場所を除く。）を有する

施設。ただし、令和５年５月７日にやまなしグリーン・ゾーン認証制度

実施要綱に基づく認証施設であったものを除く。 

補助対象事業 新型コロナウイルス感染症の５類移行後も安全・安心な山梨県であり続

けるための、グリーン・ゾーン新規登録施設が行う感染症対策の取組み 

補助対象経費 上記事業に必要な HEPA フィルタ（同等以上の機能を有するものを含

む。）搭載の空気清浄機等（空気清浄機又は空気清浄機能を有するエアコ

ンであって、空気清浄時の風量が毎分５㎥以上のもの）の購入に要する

経費（消費税（地方消費税を含む）相当額を除く。） 

補助率 ２分の１（補助金額の千円未満切捨て） 

補助限度額 １施設あたり５万円 



軽微な変更 補助事業の目的の達成に支障をきたさない事業計画の細部の変更であっ

て、交付決定を受けた補助金の額の増額を伴わない場合 

 


